
【導入】

「速報です。千葉県の住宅で、男性が死亡した状態で発見さ

れました。警察は、頭に殴られたような痕があることから、殺

人事件として捜査を進めています」

先日報道された殺人事件のニュース。

皆さんは、このような事件が発生した時、

まず始めに何が行われると思いますか？

よくイメージされるのは、刑事ドラマのような

犯人捜査の事情聴取や張り込みではないでしょうか？

しかし実は、死体が発見されてまず初めに行われるのは、

「検視」とよばれる死体の確認作業になります。

先程のニュースの場合、「頭に殴られたような痕が

ある」という外傷の状況を調査するのが検視です。

私たちのイメージする犯罪捜査などは、

この検視を経て行われるのです。

このように、検視は重要な手順になります。

しかし現在、この検視段階において、ある問題が

存在しているのです。

本弁論では、検視を取り巻く現状とその解決を訴えます!



【現状】

そもそも、事件の捜査はどのような流れで行われるの

でしょうか。死体発見時からご説明します。

冒頭でもご紹介したように、死体が発見されると

初めに、「検視」が行われます。

「検視」とは、発見時の状況のほか、死体の腐敗や

外傷の状況などを調査し、身元の確認や事件性の有無を判

断するものです。

これは、警察官の中でも刑事事件の経験を十分に積み、法

医学の知識を持つ「検視官」によって行われます。

検視により事件性があると判断された場合、

死体の解剖を行うと同時に事件の捜査が開始されます。

一方、検視により事件性がないと判断された場合は、

司法解剖などの捜査も行われずに火葬され、事後的に

調査を行うことができなくなってしまいます。

つまり、検視はその後の事件捜査を左右する

非常に重要な手続きとなっているのです。

また、政府もこの重要性を認識しており、

検視を徹底して行うために、検視官を増やすなど政策を進め

てきました。

これにより、検視官1人当たりが負担する事件数が
減り、1回の検視に、より多くの時間がかけられるようになっ
たのです。



しかし、この政策では解決されていない問題が存在していま

す。

それは、検視において、本来は事件性があるにも関わらず、

捜査をする必要がないと誤って判断されてしまう

問題です。

千葉大学によれば、検視で事件性がないと判断された

死体のうち、5%に事件性があったことが、後の調査で
発覚しました。

実際、死体を外から見ただけでは、どこに異常が

存在しているのか判断しづらい場合が存在します。

例えば、脳内出血や中毒死など、死体に外傷が見られない

場合です。

この場合は、熟練した検視官であっても正確に事件性を判断

することはできないのです。

そして、このように事件性の判断が誤って下されることで、殺

人事件の見逃しが起こってしまいます。

有名なものに、「関西青酸連続死事件」があります。

この事件では毒物により合わせて4人が殺害されましたが、3
人目までは「病死」と誤って判断され、

事件の捜査は行われませんでした。

つまり、検視により誤った判断が下されたことで、

一連の殺人事件が見逃されていたのです。

また、このように殺人事件が見逃される事例は1例に留まら
ず、警察庁によれば「過去10年で43件も発生している」ことが
分かっています。



また「この件数はあくまで発覚したケースのみであり、実際は

さらに多くの事件が見逃されている」と指摘されています。

（現状のまとめ）

以上をまとめると、検視は捜査の必要性を判断する重要な調

査になります。

これに対し、政府も重要性を認識し検視体制の強化を行って

います。

しかし、検視では事件性の判断が誤って下されることがあり、

結果として殺人事件の見逃しが発生しているのです。

【問題点・理念】

人の命を奪う。それはその人から

すべての可能性を奪う、ということです。

当然、この行為は許されるべきではありません。

事件の真相を明らかにするためには、

警察による捜査は必要不可欠です。

そして、捜査の「第一歩」である検視はまさに！

犯罪を発見する「カギ」を握っているのです！

ここで見逃されてしまえば、捜査すら行われず、

事件は闇に葬られてしまう...

この現状を見過ごしていいはずがない！

私の理想は、殺人が見逃されることのない社会の実現です。



そのためには、捜査の第一歩である検視の段階から、改善

する必要があるのです！！

【方向性】

それでは、どのように検視を改善していくべきでしょうか。まず

考えられるのが、検視の段階で、

全ての死体を解剖するという方法です。

解剖では、時間をかけ、死体内部の状況をより詳しく

検査できるため、事件性を正確に判断できる可能性が

高いとされています。実際に、解剖を行ったことで、

検視での見逃しを発見することができた事例も存在していま

す。

しかし、全ての事件で解剖を導入する場合、

一回にかかる時間が大幅に増えてしまうため、全面的に導入

することは現実には難しいとされています。

そこで私が着目したのが、「死亡時画像診断」という方法で

す。

この「死亡時画像診断」とは、死体をCTやMRIなどで
撮影し、死体内部の状況を調査する方法です。

これを導入することにより、死体表面の異常に加え、

内臓の損傷や薬物の痕跡など外見からは分かりづらい

死体内部の異常を、短時間で発見することができます。



また他にも、解剖による死体の分析能力と遜色がないという

メリットが挙げられます。

実際に、日本放射線学会によれば、死亡時画像診断と

解剖の一致率は99.4%となっているのです。

しかし、実際の導入は進んでいないのが現状です

令和3年度の警察庁の調査によれば、死亡時画像診断の使
用率は、9.5％に留まっていることが分かっています。

この背景には、そもそも死亡時画像診断を用いるか否かが検

視官の判断に任せられていることが挙げられます。これによ

り、画像診断が行われる場合と行われない場合が存在してい

るのです。

【プラン】

そこで、私は1点のプランを提案します。
それは、検視官の判断に関わらず、

検視において必ず死亡時画像診断を実施することです。

この際、死体の撮影には全国の医療機関に整備されている

CTを利用することとします。

現在、医療機関のCTは主に、入院中や救急外来時に亡く
なった死体の死因を確認するために使用されています。

また、検視官により画像診断が必要であると判断された場合

には、警察から病院側に撮影依頼を行い、

CTを利用した診断が行われることになっているのです。



そこで、これを全ての事件に適用し、発見された死体を必ず

医療機関のCTセンターで検査することとします。

このCTは日本各地の医療機関に1万台以上整備されて
おり、人口当たりの台数は画像診断を義務化している

他国と比較して最も多くなっています。

これにより、対象を全件に拡大した場合にも、

十分に対応できるのです。

こうして、全ての事件の検視段階で死亡時画像診断が活用さ

れれば、事件性が誤って判断されることなく、

殺人の見逃しを防ぐことができるのです。

【締め】

舞台で最も重要な役割を果たすもの。立役者。

刑事ドラマで注目されるのは、

あんパンをたずさえた捜査一課の張り込み捜査に、

取調室の泣き落としかもしれません。もしくはメスを

片手に真実を究明する司法解剖かもしれません。

しかし、真に重要なのは、それらの必要性の有無を判断す

る、検視なのです。

必要とされる捜査が、確実に行われる社会の実現を願って、

本弁論を終了させていただきます。

ご清聴ありがとうございました。


